
藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援事業実施要綱 
 

（目的） 

第１条 この要綱は、藍住町内に所在する高齢者・障害者入所施設（以下「入所施設」

という。）の入所者の居住と生活環境の安定に寄与し、エネルギー・食料品等の物価

高騰に伴う入所施設の運営経費の増大による影響を緩和するため、入所施設を運営す

る事業者に藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）

を交付するために必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付対象者） 

第２条 支援金の交付の対象者（以下「交付対象者」という）は、老人福祉法（昭和３

８年法律第１３３号）、介護保険法（平成９年法律第１２３号）、高齢者の居住の安定

確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）、又は高齢者生活支援ハウ

ス運営事業実施要綱の規定による別表に掲げるもののうち、令和６年４月１日以前か

ら開所し令和７年４月１日時点においても藍住町内に所在する入所施設（以下「対象

施設」という。）を運営する事業者とする。 

 

（支援金の額及び交付回数） 

第３条 支援金の額は、令和７年４月１日（以下「基準日」という。）現在における次

の各号のいずれか少ない方の人数に１人当たり５，０００円を乗じた額又は次項に定

める対象施設の物価高騰による影響額のいずれか少ない方の額とし、この額に１，０

００円未満の端数があるときは、切り捨てた額とする。ただし、次の各号に係る人数

は対象施設毎に算出する。 

（１） 入所者数 対象施設に入所し、日常生活上の支援又は介護等のサービスを受け

ている者の総数をいう。ただし、当該施設に入所し在籍する者が、基準日におい

て、臨時的に医療機関に入院又は帰宅している場合は、これを含むことができる。 

（２） 対象施設の定員 対象施設が法令等に基づき、県又は町に届け出ている運営上

受け入れることができる入所者の上限人数をいう。 

２ 物価高騰による影響額（以下「影響額」という。）は、国・地方自治体の公定価格

等公費による給付、施設入所者の負担額又は物価高騰対応を理由とする本補助金と同

様の目的の補助金等によって支弁した額を除く、実質的に交付対象者が負担した額と

する。影響額に計上できる経費は次の各号のいずれかの経費であって、令和６年４月

１日から令和７年３月３１日までに支出した実績額（以下「令和６年実績額」という。）

と、物価が比較的安定していた令和２年４月１日以降の任意の１年間（４月１日から

３月３１日）に支出した実績額（以下「比較対象実績額」という。）との比較により

各経費ごとに算出する。ただし、対象施設の運営に直接かかる費用とし、交付対象者

が行う他の事業若しくは運営する対象施設以外の施設又は本部に係る費用は対象と

しない。 

（１） 光熱水費 

（２） 燃料費 



（３） 入所者給食材料費 

（４） その他町長が必要と認める費目 

３ 比較対象とする年途中の開所等の特別な事情により、前項に規定する方法によって

は比較対象実績額を算出できない場合は、比較可能な期間における月単位の経費から

次の式をもって各経費ごとに比較対象実績額を算出する。 

  

 

 

４ 交付回数は本事業を通じて１回限りとする。 

 

（支援金の使途） 

第４条 支援金の使途は、エネルギー・食料品等の物価高騰の影響を受ける対象施設の 

光熱水費等の対象施設の事業継続にかかる費用とする。交付対象者が運営する本事業

の対象とならない施設や他の事業への繰り入れはできないこととする。 

  

（交付申請） 

第５条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、藍住町高齢

者等入所施設物価高騰対策支援金交付申請書兼請求書（様式第１号）と、次に掲げる

関係書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（１）対象施設の基準日時点における定員数及び利用者数が確認できる書類 

（２）対象施設の物価高騰の影響が確認できる書類 

（３）その他町長が必要と認める書類 

 

（申請期間） 

第６条 支援金の申請期間は令和７年５月１日から令和７年１０月３１日までとする。

ただし、郵送による場合は、申請期限までの日付の消印があるものについては、申請

期限までに申請されたものとみなす。 

２ 前項の規定において、町長が特別の事由があると認める者については、この限りで

はない。 

 

（交付決定） 

第７条 町長は第５条の規定による交付申請があったときは、交付の可否を審査し、交

付するものと決定したときは藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援金交付決定

通知書（様式第２号）により、交付しないものと決定したときは藍住町高齢者等入所

施設物価高騰対策支援金不交付決定通知書（様式第３号）により、申請者に通知する

ものとする。 

２ 町長は、前項の規定により支援金の交付を決定したときは、申請者が指定する金融

機関口座へ支援金を交付するものとする。 

 

（決定の取消し及び返還） 

第８条 町長は、交付決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、支援金

比較対象実績額＝
月数分の経費の合計額

比較対象とする年の開所月数
×１２か月 



の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に支援金を交付しているときは、期限を定

めてその返還を命ずることができる。 

（１）偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたとき。 

（２）その他町長が支援金を交付することが適当でないと認めたとき。 

 

（書類の整備等） 

第９条 申請者は、支援金交付に関する書類等を整備し、本事業の完了の日の属する年

度の翌年度から５年間保管しなければならない。 

 

（その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に関し必要な事項は、町長が別

に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月２４日から施行し、令和８年３月３１日に廃止する。 

 

別表 

区分 対象施設（藍住町に所在するものに限る） 備考 

１高齢者

入所施設 

 

指定介護老人福祉施設 

地域密着型介護老人福祉施設 

介護老人福祉施設入所者生活介護 

介護老人保健施設 

軽費老人ホーム（ケアハウス） 

介護医療院 

認知症対応型共同生活介護 

有料老人ホーム 

サービス付き高齢者向け住宅 

生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 

対象施設の定員は、令和７

年４月１日時点で判断し、

徳島県又は藍住町に届け出

ている定員であること。 

２障害者

入所施設 

共同生活援助（グループホーム） 

福祉ホーム 



 様式第１号（第５条関係） 

令和  年  月  日 

藍住町長 殿 

 

申請者 

〒 

所在地                     

法人名                     

代表者 職・氏名              印 

担当者名                

電話番号                    

 

藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援金交付申請書兼請求書 

 

藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援事業実施要綱第５条の規定に基づき、次

のとおり申請し、第７条の交付決定があった日をもって、本給付金の交付決定額を請

求します。 

また、交付を受けた支援金は、物価高騰の影響を受ける対象施設の光熱水費等の事

業継続にかかる費用に充当します。 

 

 

１ 交付申請（請求）額  合計           円※ 

  ※「２ 交付申請額の積算」中、Ｃの額を千円未満を切り捨てて記載してください。 

 

 

私（申請者）の振込先口座は次のとおりです。 

金融機関名  支店名  

口座種別 普通 ・ 当座 

口座番号  

フリガナ  

口座名義 
 

 

 

添付書類： 

（１）対象施設の基準日（令和７年４月１日）時点における定員数及び利用者数が確認でき

る書類 

（２）対象施設の物価高騰の影響が確認できる書類 

（３）その他町長が必要と認める書類 

  



２ 交付申請額の積算 

２－１ 定員又は入所者数による積算 

 
対象施設の名称 

区

分 

①４月１日現在の定

員又は入所者のいず

れか少ない方の人数  

 
①×5,000 円 

1   
人 円 

2   
人 円 

3   
人 円 

4   
人 円 

5   
人 円 

合   計 A     円 

区分：高齢者入所施設は、「１」、障害者入所施設は、「２」 

 

２－２ 物価高騰の影響額 

２－１の表に記載した対象施設について、各経費の合計額を記載          

経費 

①令和６年実績額 

令和６年 

４月分～３月分 

②比較対象実績額 

令和  年 

４月分～３月分 

影響額 

（①－②） 

光熱水費 円 円 円 

燃料費 円 円 円 

入所者給食材料費 円 円 円 

 円 円 円 

 円 円 円 

合 計 円 円 ③       円 

※上記以外の物価高騰の影響を受けた経費で比較する場合は、空欄に追記してください。 

※③が、２－１の合計 A の額以上となる場合は、一部の経費のみの記載でも可。 

 

影響額③のうち、公定価格等公費による給付、施設入所者負担額又はその他の補助金等

を除く交付対象者（対象施設）が負担した額を記載してください。 

 実質施設負担増加額            円…B 

２－３ 交付申請額の基礎となる額  

 合計 A と B の額でいずれか小さい額            円…C 

 

  



様式第２号（第７条関係） 

 

第   号 

  年  月  日 

 

 

         様 

 

 

藍住町長          

 

 

藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援金交付決定通知書 

 

 さきに申請のありました藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援金につい

ては、次のとおり交付を決定しましたので、藍住町高齢者等入所施設物価高騰対

策支援事業実施要綱第７条第１項の規定により通知します。 

 

 

交付決定額        円 

 

  

  



様式第３号（第７条関係） 

 

第   号 

  年  月  日 

 

 

         様 

 

 

藍住町長          

 

 

藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援金不交付決定通知書 

 

 さきに申請のありました藍住町高齢者等入所施設物価高騰対策支援金につい

ては、交付しないことを決定しましたので、藍住町高齢者等入所施設物価高騰対

策支援事業実施要綱第７条第１項の規定により通知します。 

 

 

 不交付の理由 

  


